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地域商店街の現状と振興対策の基本方向（下）
一東京都保谷市の事例を中心として一
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はじめに一課題の限定
1　保谷市の商店街が直面している諸問題
ll　消費者ニーズの変化と市民の購買行動（以上前号）
皿　保谷市の中小小売業振興施策の問題点（以下本号）
IV　中小小売業者の行政への期待と要望
V　商店街の活性化と新しい発展への課題
お　わ　　り　に
皿　保谷市の中小小売業振興施策の問題点
保谷市が実施している現行の商工業振興施策のなかには，小売業と製造業とを明確に区別してい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　L
る施策もあるが，むしろ，両者を区別せずに商工業対策として実施している場合が多い。まず，こ
のことを，あらかじめ念頭におく必要がある。
　そこで，保谷市における現行の諸施策について検討し，それらの特徴と問題点，ならびに改善目
標について述べてみよう。
1・融資・貸付金等の諸施策について
（1）商工業緊急資金貸付基金
　この商工業緊急資金の貸付けは，昭和53年6月28日に制定された「保谷市商工業緊急資金貸付
基金条例」にもとづき，3，　OOO万円の元資とその運用から生ずる益金を加えた額が基金となってい
る。
2 一経　　営　　論　　集．一
　貸付けを受ける者の資格要件は，前記の条例第4条に明記されている次の各号に該当する者に限
定される。
　（1）貸付けた緊急資金の償還について十分な能力を有すること。
　②　緊急資金の貸付けの目的である事業の完遂能力を有すること。
　（3）市議会議員の選挙権を有すること。
　（4）本市内に住所および事業所があり，資本の総額または出資の総額が1，000万円以下の法人ま
　　たは常時使用する従業員が30人以下の法人もしくは個人であること。
　現行の貸付限度額は1件30万円以内，貸付期間IX　6ヵ月以内，償還方法は一括払い（ただし，
市長が特に必要と認めた場合は分割払いとすることができる）。現行の貸付利率は年利5・5％（同
条例施行規則第2条）。
　この制度の特色は，市内で営業する零細な商工自営業者に対し，営業上緊急に必要とする資金を
無担保・無保証で貸付けることにある。銀行等の金融機関の窓ロで借り受けるにぱ面倒な手続が必
要であり，金利も高い。急場の資金が必要なとぎ，少額ではあるが何時でも簡単に借りられる・一
種の“生業資金”としての性格をもっている。
　昭和55年度と56年度の貸付基金運用状況は第24表のとおりである。本基金の55年度末現在額
は31，976，000円であった。56年度の貸付金は10，　700，　OOO円，基金運用益金｝i　749・　499円（貸付金
利子372，992円，預金利子376，507円）であり，57年度以後も大きな変動はないものと予測される。
　　　　　　　　　　　第24表　商工業緊急資金貸付基金運用状況　　　　　（単位：円）
　　　鷲∴∴三諮已霊一一t三霊一
　　　　貸付金利子1　　555，・426　　　　372・・992
　　　，預　金　利　子　　　　377，885　　　　　376・507
　　　1計　933，311　749・499k7ffgM益金繰入金1934，000 1 750，000
上言己以外の繰入金1 0 t 0
本鞭末蛙現樋1 31，976，000 32，726，000
?????貸付未償還額
預　　金　　残　　額
20，208，727
11，767，273
21，181，801
11，544，199
年度貸付金｝ 17，750，000
｛
10，700，000
本年度貸付回収金 i 14，993，145 9，726，926
（注）貸付件数36件，回収件数54件である。
　　保谷市産業経済課の資料より。
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　「本基金の運用はおおむね良好であった」（昭和56年度基金決算監査意見書）と評価される反面，
前年度の同意見書には「未償還額が年々漸増傾向にあるので，本条例の見直しを要望したい」と付
記されており，問題がないわけではない。
53年度～56年度の返済未納分の内訳は第25表に示すとおりであるが，57年4．月末現在の未納
額は合計1，260万円にのぼる。こうした状態を放置しておいてもよいのかどうか，検討を要する問
題であろう。特に「市外転出者」のうち，「転廃業したもの」，「入院中，死亡等により本人のいな
い4、の」，さらに「居所・所在地等不明者」についてはどうするのか，制度の見直しを求められて
いるところである。
　こうした実情をふまえて，保谷市商工振興対策協議会では慎重に検討を行った。その結果，a．
現行制度における利点，b．現行制度の処理経過からみた欠点，　c．現行制度通用上の改善策など
について，次のような意見をとりまとめた。
　a．現行制度における利点
　①　貸付手続きが簡単であること。
　②　資金が，申込んでから数日後に本人の預金口座に振込まれるること。
　③　返済方法が6ヵ月後であり，償還期限に余裕があること。
　④　保証人がいらないこと。
　⑤　資格条件が厳しくないこと。
　⑥　反復利用が容易にできること。
　b．　現行制度の処理経過からみた欠点
　①　本人の経営状態が十分に把握できないこと。
　②　一括返済方法をとっているため，資金がまとまらないと返済できず，償還期限が守られにく
　　いこと。
　③　返済する資金が手元にあっても，金利が安いので運用してしまい，償還期限が到来しても返
　　済できなくなること。
　④　法人の場合には個人保証を伴わないため，倒産してしまうと返済義務を免がれること。
　⑤　保証人がいないことによって，返済義務意識が稀薄になること。
　⑥　反復利用が多くなり，貸付対象老が固定化しがちになること。
　⑦　返済能力に乏しくとも，貸付けを断わる明確な根拠規定がないこと。
　c・　現行制度運用上の改善策
　①　この制度の性格を明確にすべきである。この緊急資金貸付けのねらいは，開業資金または生
　　活資金を貸付けるのではなく，あくまでも小規模事業者が緊急に心要とする運転資金を貸付け
　　ることにあり，いわば“生業資金”的な性格を有するものである。
4 一経 営 ???
?
第25表　保谷市緊急資金返済未納分（期限到来分）
（昭和57年4月30日現在）
???
事　　由　　別
53年度 54年度 55年度 56年度 合　　　計
???????
件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数． 金　額
全未納 1
　　円
R00，0007
　　　円
Q，100，0009
　　　円
Q，700，0005
　　　円
P，500，00022
　　　　円
U，600，00040．66
　　商売継続中の①　　もの
分納中 3 530，0003 714，8014 980，0004 670，00014 2，894，801：当
全未納 5 1，500，0001 300，0001 300，000｝ 一 7 2，100，000　12．g4　　　　　」②轡したも
分納中 1 277，000一 一 一 一 一 一 1 277，000
1・71i
全未納 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一＿@　　．
一「．「　　　　1
????????????（??
　　入院中，死亡
B等により本人
@　のいないもの 分納中 一 　 1 210，000　 一 一 一 1 210，000回
全未納 一 一 一 　 一 　 一 一 一 一　1－1・塁活扶助受給
分納中 一 一 一 一 一 ｝ 　 一 一 一　　　　　　　　」　　　一
全未納 6 1，800，0008 2，400，00010 3，000，0005 1，500，00029 8，700，00053．60
計
分納中 4 807，0004 924，8014 980，0004 670，00016 3，381，80120．83
全未納 1 300，000一 一 1 300，000一 一 2 600，0003．70　　商売継続中の①　　もの
分納中 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
全未納 3 900，0002 600，000一 　 一 一 5 1，500，0009．24②6麟したも
分納中 一 一 一 一 1 250，000一 ｝
1 250，0001．54
全未納 一 一 一 一 1 300，000一 一 1 300，0001．85
??????????（??
分納中 一 一 一 一 一 　 一 一 一 一 一．
全未納 2 600，0002 600，0001 300，000一 一 5 1，500，0009．24　　居所・所在等④　　不明者
分納中 一 『 一 一 一 一 一 一 一 一 一
全未納 6 1，800，0004 1，200，0003 900，000一 一 13 3，900，00024．03
計
分納中 一 一 一 一 1 250，000一 一 1 250，000
1．54
全未納 2 600，0007 2，100，00010 3，000，0005 1，500，00024 7，200，00044．36
分納中 3 530，0003 714，8014 980，0004 670，00014 2，894，80117．83
全未納 8 2，400，0003 90q　OOO1 30q　OOO一 一 12 3，600，000②膓麟したも
分納中 1 277，000一 一 1 250，000一 一 2 527，000
全未納 一 一 一 一 1 300，000一 一 1 300，000
??????????????????????????????????????????????????????????????????????????
　　入院中，死亡
B　等により本人・
@　のいないもの 分納中 『 一 1 210，000『 一 一 一 1 210，000
全未納 2 600，0002 600，0001 300，000一 一 5 1，5呪000
22．18
@3，25
@1，85
@1．29
@9，24
@－
V7．63
Q2．37
P00．0
　　所在不明又は
C生活扶助受給
@　老 分納中 一 一 一 一 一 ｛ 一 一 一 一
全未納 12 3，600，00012 3，600，00013 3，900，0005 1，500，00042 12，600，000
合　　　計 分納中 4 807，0004 924，8015 1，23卿004 670，00017 3，631，801
??
16 4，407，00016 4，524，8018 5，130，000　9i13）
2，170，000
i3，900，000）
59
i13）
16，231，801
i3，900，000）
囲（）内は，返済期限未至ll来分。保谷市産業経済課調べ、
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②　一括返済方式ではなく，分割払いの償還方法に改めるべきである。
③　償還方法は，10ヵ月を期限とし，分割償還方式に改正することが望ましい。
④　貸付限度額は，現状の物価水準を考慮し，現行の1件30万円以内を改め，1件50万円以内
　　に引き上げること。
⑤　保証人は特に必要としないが，申込用紙に市内在住の紹介者1名の住所，氏名（捺印）の記
　入を求める必要がある。
⑥　資格要件は，市内在住者に限定し，1年以上市内で営業を継続している小規模事業者で，前
　年度の市税を完納している者に限ることを明確に規定すべきである。
⑦　機会均等を考える上から，同一人による6ヵ月以内の反復利用はできないものとすること。
　（2）商工業資金融資制度
　この制度は「保谷市商工業資金融資条例」（昭和34年3月31日）にもとついて実施されてきた
ものであるが，その後数次にわたって条例の改正が行われた（最新の条例改正は昭和58年4月1
日）。
　この制度の目的は，保谷市において商工業を営む者の事業を育成・振興するために，市が特定の
金融機関に資金を預託し，それを基金として商工業資金融資の円滑化をはかることにある（第1条）。
　融資の限度額は，第1種……100万円，第2種……300万円，第3種……500万円（運転資金の
み融資を受ける場合は300万円）以内などの3つに種別され，融資を受けようとする者の資格は次
の6つの条件をそなえていることに加えて，第1種貸付については市民税年額5，000円以上，第2
種貸付については2万円以上，第3種貸付については5万円以上の納税義務者であることが資格条
件となっている。
　融資を受けようとする申込人の資格は，次の条件をそなえていなければならない。
　（1）市内に引続ぎ2年以上居住し，1年以上同一事業を継続している者。法人の場合は，継続し
　　て2年（個人から法人へ組織変更され2年に満たない場合においては，個人および法人として
　　同一事業の期間がそれぞれ1年）以上同一事業を営んでいるもの。
　（2）市議会議員の選挙権を有すること。ただし，法人の場合はこの限りでない。
　（3）市税の納税義務者であり，既に経過した納期迄の市税を完納していること。
　（4）事業内容が堅実であり，適切な事業計画を有し返済見込のあるもの。
　（5）市内に事業所があり，資本の額または出資の総額が1，000万円以下，かつ，常時使用する従
　　業員数が30人以下の法人もしくは個人であって，規則で定める業種の事業を営むもの。
　（6）次に掲げる区分による保証があること。
　　イ，融資額が300万円を超える融資を受ける場合には，東京信用保証協会（以下「保証協会」
　　　という）の保証があること。
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　　ロ・融資額が300万円以下の融資を受ける場合には，保証協会の保証または1人（法人の場合
　　　にあっては代表者個人1人を含む2人）以上の連体保証人があること。
　融資の期間は，運転資金……最高36ヵ月以内，設備資金……最高60ヵ月以内とし，融資金を約
定期日までに完済したものには，利子の一部を補給することになっている。この制度融資の実績は，
昭和34～35年度には年間30件以上の融資申込老があったが，その後は不況の影響などもあって，
56年度が6件で総額1，380万円，57年度が7件で総額1，940万円という水準で推移している。58
年度については未集計であるが，ほぼ同じような状態であると予測されている。このように制度融
資の利用者が予想外に少ない理由は，不況の長期化で先行の見通しがたたず，中小業者の設備投資
意欲が低下したためと解される。
　2・補助・育成交付金制度について
　（1）商工会補助金
　ここでいう商工会とは，「商工会の組織等に関する法律」（昭和35年法律第89号）に定められた，
いわゆる官制の商工会のことをいう。保谷市商工会は，昭和58年6月29日に総会を開催し，商工
会の解散を決議した。このことは他に前例のない珍事としてマスコミにも大きく取上げられ，全国
的に注目された。保谷市当局は，解散決議が行われたことにより，商工会に対する補助金の交付を
停止し・事態の推移を見守っている。この件については，後段において改めて詳述する。
　保谷市商工会に対する市の補助金の交付に関しては，昭和56年10月21日に制定された「保谷
市商工会事業費補助金交付要綱」にもとづき，商工会が行う事業の実施に要する経費について，市
の予算の範囲内においてその一部を補助することになっている。昭和57年度の商工会事業費補助
金（地域総合振興事業費）の内訳は第26表のとおりである。
　昭和58年度の商工会補助金の予算は総額280万円で，57年度に比べて60万円の増額となり，厳
しい予算編成の枠組みのなかでの商工業振興対策の充実として評価する向きもある。ただし，この
件に関して保谷市商工振興対策協議会の討議の過程では，隣接する田無市，小平市などと比較して，
保谷市の場合は補助率が低いという批判的な意見もあり，今後の課題として留意されるよう市当局
に要望することにした。
　また，商工会補助金と後段で述べる「商店会事業費補助金」とを併合し，一本化を図るべきでは
ないかとの意見が商工会関係委員の側から強調された。しかし，市内中小商工業者の商工会への加
入率は，解散直前の時点で50％を割込む状態である。さらに未加盟の業者の中には，比較的零細
な規模の者が多く，小規模とはいえ，それなりに無視できない独自の役割を果たしており，今後の
成長・発展の芽を育てることの重要性を考慮し，“窓ロー本化”には賛成しがたいとの意見が多数
を占めた。
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第26表　昭和57年度保谷市商工会事業費補助金実績報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地域総合振興事業費の内訳）
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（単位　円）
財　　源　　区　　分
予算科日 予算額i最終） 決算額 差引残 国都麦出金 市補助金 自己財源
商業振興　費
　　　円
U34，820
　　　円
U34，820
?? ??　　　円
R00，000
　　　円
R34，820
工業，建設業
U興事業　費 257，890 257，890 0 0
（1・00，000）
ﾁ別事業へ
Q00，000 57，890
産業展示会費
479，855 479，855 0 0
（350，000）
泓?﨎ｶ事業へ
@200，000279，855
講習会等開催費
0 0 0 0
　（100，000）
ﾂ年郁，婦人部へ
@　　　　0
．u．L．
@　　　　　0
福利厚生対策費
1，519，6701，519，670 0 0
　（350，000）
Y※展示会より
@750，0・00769，670
海　　ノ　　家 834，280 834，280 0 0 400，000
ソフトボール大会 188，550 188，550 0 0 150，000
．卓　球　大　会 139，990 139，990 0 0 100，000
スキー・スケー
g教室 53，020 53，020
0 0 0
ボーリング大会 303，830 303，830 0 0 100，000
商工まつり推進費
685，770 685，770 0 0 300，000 385，770
商店コンクール 160，495 160，495 0 0 100，000
従業員表彰 525，275 ’525，275 0 0 200，000
情報対策費 27，720 27，720 0 0
（50，000）
ﾁ別事業へ
@　　　0 27，720
庁年部，婦人部
ﾎ策事業　費 847，075 847，075 0 0
（100，000）
u習会開催より
@200，000647，075
大型店対策費 0 0 0 0
（50，000）
ﾁ別事業へ
@　　　0 0
商店街近代化対策費
0 0 0 0
（50，000）
ﾁ別事業へ
@　　　0 0
特別事業費
｣麟1
621，000 620，975 25 0
（250，000）
H業，建設，
﨣?C大型店
､業近代化，
e対策コ1淡費
謔閨
@250，000370，975
合　　　計 5，073，80050，73，775 25 0 2，200，0002，873，775
㈹保谷市産業経済課調べ。
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　（2）　商店会事業費補助金
　商店会事業費補助金は，市内の商店会等が，「経営の近代化及び事業の振興等の目的をもって実
施する事業に対して，その事業費の一部を予算の範囲内で助成する」（保谷市商店会等補助金交付
要綱，第1条）ものである。補助金交付の対象となる事業は「要綱」（第3条）に定める次のよう
な事業に限定される。
　（1）商店会等の組織強化対策。
　（2）商店街等の環境整備計画対策。
　（3）大型店対策。
　（4）販売促進および需要開拓等促進に関する共同事業。
　（5）消費者意向調査事業。
　（6）その他前各号に準ずる事業。
　昭和53～57年度における補助金交付の推移をみると，第27表が示すように件数では「販売促
進等共同事業」がずばぬけて多く，5年間に98件，次に多いのは「商店会等の組織強化対策」の
19件である。
第27表　保谷市商店会等補助金交付の推移（件数）
－　　事業 一二芭　53 54 55 56i57計
（1）商店会等の組織強化対策
（2）商店街等の環境整備計画対策
㈲大型店対策
（4）販売促進等共同事業
（6）消費者意向調査事業
4
4
11
4 17
6 1
?? 2 1
23
3
2
19
??
12
26 28 98
＿　i　、 ・・ P
（注）保谷市産業経済課調べ。
　昭和56・57年度の各商店会別の補助金交付の内訳は第28表にみられるとおりである。57年度に
おいて補助金の交付を受けたものは32商店会（うち，保谷市商工会に未加盟の商店会は5件）で
あり，総額は2，　994，　OOO円である。1商店街当たり平均93，　562円という僅かな金額で，どの程度の
効果をあげることができるのか疑問視する向きも多い。
　したがって，総花的に補助金を配分することをやめ，補助金が実際に有効に使われているかどう
かを厳正に調査し，特に必要度の高いものに重点的に配分するよう，補助金の使途について見直す
べきではないかと考える。そして，単に補助金を増額すればよいという安易な考え方ではなく，市
　　　地域商店街の現状と振興対策の基本方向（下）
第28表保谷市商店会等補助金の交付状況
9
昭和56年度 昭和57年度
Nα 団　　　体　　　名 町名 参　加
?? 補助額 事　　業　　名
参　加
?? 補助額 事　　業　　名
1 柳　　橋　　商　　店　　会 新町1
　人
T0
　千円
X9 販売促進共同事業
　人
S7
　干円
X4 販売促進共同事業
2 柳　沢　中　央　商　店　会 柳沢2 18 68 ? 18 67 〃
3 伏見通り商店街協同組合 〃 74 123 〃 74 120 〃
4 柳　　　沢　　　睦　　　会 柳沢5 22 72 〃 22 70　「 〃
5 柳　沢　駅　南　商　友　会 〃 77 126 〃 77 123 〃
6 坂　　上　　工　　商　　会 東伏見3 36 85 組織強∫ヒ対策 34 82 環寛整備計画対策
7 柳盛会柳沢北口商店会 本町3 153 201 販売促進共同事業 159 201 販売促進共同事業
?
やな　ぎ通　り　協議会 〃 一 一 一 一
9 平和通　り　商店　会 本町6 48 97 販売促進共同事業 45 92 消費者意向調査事業
10 東　伏　見　商　盛　会 富士町1 20 70 ? 19 68 販売促進共同事業
11 商　　　　友　　　　会 〃 26 76 〃 26 74 〃
12 東　伏　見　商　栄　会 富士町4 100 149 〃 100 145 〃
13 富　　士　　親　　栄　　会 富士町5 19 69 〃 17 66 〃
⑭ 三　軒　家　商　店　会 中町2 27 77 〃 25 73 〃
15 碧　　山　　商　　店　　会 中町3 25 74 〃 24 69 〃
16 フラワー通り商店会 泉町1 43 92 〃 40 88 〃
17 保谷市中央親交会 泉町2 55 104 組織強化対策 61 107 組織強化対策
⑱ 宮　　前　　商　　店　　会 〃 37 86 販売促進共同事業 35 83 販売促進共同事業
19 福祉会館通り商店会 住吉町6 18 69 〃 18 67 〃
20 東　　町　　商　　栄　　会 東町2 167 215 〃 143 ．185 〃
21 天　神　山　商　栄　会 東町5 31 80 〃 36 84 〃
22 ひばりが丘グリーン商店会 ひばりが丘2 一 一 一 一
23 ひばりが丘団地北商店街協同組合 〃 14 64 販売促進共同事業 12 61 〃
24 中　東　銀座商店　会 〃 40 90 〃 40 88 〃
25 ひがりが丘北口商店街協同組合 ひばりが丘3 124 ・223 〃 105 149 〃
26 ひばりが丘団地名店会協同組合 〃 38 88 〃 38 86 〃
27 ひばりが丘北口商店会 ひばりが丘k2 64 113 〃 66 112 〃
⑱ 宮　の　前　商　店　会 下保谷2 12 62 〃 12 61 環境整備計画対策
⑳ 松・の　木　商　店　会 〃 11 61 〃 11 60 販売促進共同事業
30 保谷　北　口　商　店　会 下保谷3 22 72 〃 22 70 〃
31 東　伏　見　北　商　交　会 富士町4 43 94 〃 42 89 〃
32 ひばりが丘北商和会 ひばりが丘k4 ひばりが丘北ロ商店街協同組合と連合 一 一
?
天神通　り　商店　会 一 一 一 7 56 販売促進共同事業
34 保谷駅前中央通り商店会 一 一 一 40 88 〃
35 ひばりが丘駅前通り商店会 一 一 一 56 103 〃
囲　団体名のNe．○印は保谷市商工会に未加盟の商店会。保谷市産業経済課調べ。
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第29表　東京都・区市町における公衆浴場関係施策の実施状況（昭和57年度）
（1）　区 （単位：千円）
浴場に対する補助 入浴券配付事業　　事業の分類
譁ｼ㊧数
浴場組合
ﾉ対する
幕ﾆ費補 経費補助 設備補助
区掲示
ﾂ設置
ﾇ　理 生活保?｢帯 老　人 心障者齊q世帯
老人等に
ﾎする浴
黷ﾌ開放
協議会等 その他 ?
千代田 11 6，500 700 5，73249，241 子ども　924 63，097
中　央 28 3，500 7，900 3，66236，988 3，119 55，169
港 30 2，117 8，000 12，20452，869身障2，310齊q5，731
闘㌘設　100000
183，231
新　宿 82 15，2885，180 28，47140，188 《喰1ii禦 118，093
文　京 47 18，6925，230 17，878 老人11，280qども　846 53，926
台　東 80 300 24，68619，448 2，158浴場問題協議?@　230 46，822
墨　　田 94 2，068 7，500 48β26 76，076
（歎との懇）　　年2回
133，970
江　東 89 1，78015，000 53，39230，978 浴場問題A絡会　0 101，150
品　川 104 1，000 7，200 5，498 38，92513，826 2，188 68，637
目　黒 54 4，900 5，184 23，10011，000 17，712 61，896
大　　田 171 14，942 57，08022，000 94，022
世田谷 134 15，463 45，61829，611 27，345 118，037
渋　谷 50 2，00013，6007，200 14，799 9，900 47，499
中　　野 84 12，432 4，032 39，00414，596 8，400 78，464
杉　並 106 8，100 6，221 23，920 47，520 85，761
豊　島 85 11，839 20，300 ．30，925 63，064
北 109 2，000 52，20220，090 14，388 88，680
荒　川 87 6，000 2，088 34，5136，927 49，528
板　橋 109 74016，2804，104 79，57171，496 経営者講K会　100172，291
練　馬 87 9，500 7，400 3，168 64，14117，010 3，132 104，351
足　　立 147 14，1689，000 114，00867，647 204，823
葛　飾 143 9，000 5，921 55，56070，400 140，881
江戸川 140 11，400 56，16077，427 144，987
実施区数 7 8 19 9 23 18 1 14 3 2
区　計 2，071 55，51348，065188，26148，596923，877651’7428，041 253，954 230 100，1002，278，379
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（2）市　町 （単位　千円）
浴場　に　対す　る　補　助 入浴券配付事業　　事業の
@　　分類
P⑳
浴場組
№ﾉ対
ｷる事
ﾆ費補
経費の軽減措置 経費・設傭の補助
老人等
ﾉ対す
髣￥黷
ﾌ開放
その他
i臓?凵j
計
上水道 下水道 固　定綜Y税 経　費 設　備
掲示板
ﾌ設置
ﾇ　理
生活保
?｢帯
老　人
心障者・母子
｢帯
八王子 19 一 ○ ○ 2，400 4，000 6，400
立　川 20
?
○ ○ 2，250 11，609 7，128 20，987
武蔵野 22 230
?
○
?
2，500 169 3，614 地域活動@16，000 22，513
一三　驚 26 150
?
○ ○ 1，200 1，350
青　梅 1 ヂ＿ 2，366 5，581 7，947
府　中 18 一 ○ 6，582 4，620母子2，738 13，940
u　島 7 ○ O ○ 600 2，588 3，188
P　布 23
? O ? 2，000 3，168母子2，i20 7，288
町　　田 12 一 ○ ○ 1，200 3，644 4，844
小金井 9 一 ○ O 3，379 1，080 4，459
小　平 11 一 ○ ○ 330 4，594 7，920 12，844
日　野 3 一
? 150 1，383 ．1，533
．：ξ村山 10 一 O ○ 300． 5，079 655 6，034
岡分寺 8 一 ○ ○ 2，204 2，508 4，712
汀　　立 5 一 ○ 200 396
596
田　無 7 一 ○ 3，696 3，696
呆　谷 12 一 O 300 2，244 2，544
福　生 3 一 ○ 180 845 1，025
狛　江 9 一 ○ ○ 400 ・1，546 1，946
東大和 6 一 ○ 1，170 1，170
t青　瀬 6 一 ○ 1，800 1，800
東久留米 4 一 ○ ○
0
ス蔵村山 4 一 ○
? goo 1，267 2，167
多　摩 1 一
? 300 300
稲　城 3 一 O 150 1，510 323 1，983
羽　村 1 ? ○ ○ 0
実　施市町数
2 6 15 24 2 17 1 9 19 2 1 0
市町計 250 380 2，566 22，361 169 38，751 50，181 4β5816，000 0 135，266
実施区市町数
10 10 36 10 32 37 3 15 5
区市町計 2β21 55，893 50，631213，79045，597962，628701，92312，899269，954100，3302，413，645
囲浴場数は57年3月末現在数，上水道［≡：1は都営一元化。保谷市産業経済課調べ。
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の商工振興対策の長期ビジ・ンを明確に提示し，単なる“お祭り助成”にとどまることなく，重
点施策を推進することが望まれる。例えば，①創意あるユニークな店舗づくりを助成すること，
②後継者の育成を重視し，若手経営者の研修などへの助成を強化すること，③消費者へのサービ
ス向上を促進するため，特に行き届いたきめ細かなサービスや親切な店に対して，奨励賞を設ける
ことなど，新しい視点からの補助・育成措置を講ずる必要があろう。
　（3）公衆浴場修理費補助金
　現在，保谷市内には12軒の公衆浴場がある。公衆浴場に対する修理費補助金は昭和58年度から
年額96万円に増額され，1軒当たり8万円である。この補助金交付の目的は，「保谷市公衆浴場施
設等の整備事業に対する補助金交付要領」に「公衆浴場の設置者等が，その浴場に係る基幹的施設
の改造補修，交換等を実施した際，その経費の一部を補助することにより，公衆浴場の経営の健
全化を推進し，市民の衛生施設の確保を図ることを目的とする」と明記されており，補助対象は「基
幹的施設の改造，補修，交換等」に限定されている。
　だが，補助対象をこのように浴場の施設にだけ限定することが，果たして実情に適合するものか
どうかは疑問の余地がある。なぜなら，市内公衆浴場の経営形態は，①賃借り，②自己所有，③
請負い等の3つに分類され，補助金の使途を経営形態のちがいを考慮せずに画一的に限定すること
には難点がある。
　近年，新しく建造されるアパート，マンション等には殆ど浴室が設備されており，年々公衆浴場
の利用者は減少する傾向にある。そのため，経営上の採算が成り立たず，転・廃業に追い詰められ
　　　　　　　　　　　　　（1）る浴場も少なくない状態である。現に保谷市でも12軒の浴場のうち4軒が赤字経営を余議なくさ
れており，このまま放置しておけない状態にある。
　公衆浴場の利用者が減少傾向にあるとはいえ，公衆浴場が果たしている公共サービス面における
役割，浴室を持たない市民の衛生，保健，憩いの場としての役割，さらに市民のコミュニケーショ
ンの場としての存在意義を無視することはできないであろう。したがって，経営形態のちがいを考
慮したうえで・適切な助成を行うべきである。こうした見地から，補助対象を現行の「基幹施設の
改造，補修，交換等」に限定することを改め，燃料費に対する一定の助成金を交付する方が適当で
あり，公衆浴場の実情にマツチするものと思われる。
　東京都の各区市町における公衆浴場関係施策の実施状況（第29表）をみると，浴場に対する補
助は設備補助だけでなく，経費補助も行っているところが8区2市にある。また，入浴券配付事業
を実施しているところもかなりある。そのうち生活保護世帯を対象とするもめは23区全部と9市
町におよんでいる。老人に入浴券を配付しているところは，保谷市も含めて大半の自治体で実施し
ている。しかし，身障者に入浴券を配付しているのは港区のみであり，母子世帯には港区と府中市，
調布市などに限られている状況である。特に注目すべきことは，老人，子ども，身障者などに浴場
一地域商店街の現状と振興対策の基本方向（下）一 13
を開放し，交流の場として提供しているところが23区のうち14区におよんでいることである。地
域住民のふれあいの場として，公衆浴場が有効に利用されている点も見落せない。
　（4）産地直販事業費補助金
　産地直販事業補助金は，産地直売推進団体（「産直団体」一保谷市魚商組合，保谷市責果商組合，
保谷市食肉組合）が，産地直売またはこれに準ずる方法により，市民に生鮮食料品等を市販価格以
下で供給するとともに，生鮮食料品等の流通改善を促進し，消費生活の向上に資する事業（「産直
事業」）の経費の一部を補助するものである　（保谷市生鮮食料品産地直売事業補助金交付要領，第
1条）。この補助金交付の実績は第30表に示すとおりである。
　　55
　－56
L57
　（注）
遍型
53
54n
　　－
　　　l
　　　　l
第30表
　青　果
　　　千円　1，950
　1，　950
　2，028
　2，229
2，124
産直事業組合別補助金交付状況
一「
P
?ー??ー?????????ー??? ??．?? ????
1
保谷市産業経済課調べ。
食肉　1　魚
223；∋　97；円
　　　　　1　’　　　　　－
2・　013@1　945
　　　　　！
2・　105@1　998
　　　　　12・・28・1　・・286
　　　　　12，481　　　　　　　　　1，191
　　　　　1
???ー??
合　計
　　千円5，154
4，908
5，131
5，　796
5，　796
　すでに述べたように保谷市の「消費者買物動向調査」によって明らかになったことは，産直を「よ
く利用する」という回答は僅か6％にすぎず，「ときどきする」という回答は32．8％であった。
その反面，「ほとんど利用しない」が27．　9％，「利用したことがない」が21．4％，「知らない」が
9．5％という状態であり，産直販売に関する市民への宣伝・普及に一段の改善・工夫が必要である
と思う。
　たしかに産直事業の抜本的な改善には，流通機構そのものを根本的に改革することが必要不可欠
な前提であるし，一地方自治体が実施する産直事業には，おのずから限界があろう。しかし，現実
には生鮮食料品を安い値段で，もっと豊富な品揃えをと願う市民の要求は根強いものがある。また，
業者サイドからも，市営の冷凍・冷蔵庫の設置を求める声も強い。こうした要望に即応するための
施策の実行は，行政にとって緊急課題であろう。
　（5）　たばこ販売促進助成
　保谷市では，たばこ消費税の一部を毎年（昭和57年度は629，000円）武蔵野たばこ商業協同組
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合保谷支部の組合員である市内のたばこ小売店に対し現物助成（ライターや紙袋など）を実施して
いる。しかし，考えてみると，この種の助成策は果たして商工振興策の範疇に入れてよいものかど
うか，そしてまた，健康保持の観点から，たばこの販売促進のために市が助成することの是非につ
いても，大いに議論の余地がある問題であろう。
　以上の点を慎重に考慮したうえで，この助成制度のあり方を別の観点から見直すべきではなから
うか。
　（6）　商工展示会実行委員会補助金
　保谷市には，特にみるべき大企業や中小製造業は殆どない。したがって，他の自治体と比較して
みると独自の中小工業振興策は永年産業振興に功労のあった技能者の表彰制度のほか殆ど見当たら
ない。しいていえば，この商工展示会への補助金（昭和57年度は60万円）だけではないだろうか。
この制度は，市内における製造加工業の振興策の一環として実施されてきたものである。けれども，
商工展示会の実行委員会の母体である保谷市商工会が解散してしまった現在，当面は展示会の催事
を市民祭り行事の一環として実施することとし，今後のあり方については，引き続き検討すべき課
題として残されている状況である。
　以上，保谷市における中小小売業振興施策の現状を検討し，それぞれの問題点と改善すべき方策
について具体的に指摘したが，そのほかにも，①消費生活モニターの設置による市内商品の価格
等調査，②消費者相談コンサルタント設置（1名）による消費者相談，③消費老団体の活動の育
成，④保谷市勤労者互助会の事業育成などの諸施策が実施されている。しかし，これらのうち①，
②，③は商工振興策というより，むしろ消費者行政の範疇に属するものであり，また④は勤労
老福祉事業として分類されるべぎ性格のものであるため省略する。
注（1）全国公衆浴場業環境衛生同業組合連合会『公衆浴場史』（昭和47年5月），253ページ。
IV　中小小売業者の行政への期待と要望
　L　市内小売業者からのヒヤリングによるもの
　保谷市商工振興対策協議会は，昭和57年6月17日，6月22日の2回にわたって，市内の各商店
会関係者（15商店会の代表）に集まってもらい，行政に対する期待と要望についてヒヤリングを行
う機会をもった。また，同年9月6日，市内の各業種別組合関係者にも集まってもらい同様のヒヤ
リングを行った。以下はその結果を整理したものである。
　まず，各商店会関係者から出された行政への要望事項について列挙してみよう。
　（1）　大型店の出店対策に関するもの
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①情報をできるだけ多く，かつ，速かに流すことを望む〔ひばりが丘商和会，フラワー通り商
　店会，宮前商店会，平和通り商店会，柳盛会柳沢北口商店会，伏見通り商店街（協），東伏見
　商栄会〕。
②　大企業が出店する外食産業に対する規制を考えて欲しい〔富士親栄会，東伏見商栄会〕。
③　大型店の出店に対する指導要綱の設置を要望する〔東伏見商栄会，平和通り商店会，三軒家
　商店会，東町商栄会，柳盛会柳沢北口商店会〕。
④　商工会，市とも，情報に対する各方面の反応に対して必ず即応する姿勢をとって欲しい〔東
　伏見商栄会，伏見通り商店街（協）〕。
⑤24時間営業のコンビニエンス・ストアー等に対する規制を検討して欲しい〔東伏見商栄会〕。
（2）環境整備に関するもの
①　駅前再開発の促進を〔ひぽりが丘商和会，東町商栄会，保谷駅前中央通り商店会，保谷北口
　　商店会〕。
　②　都市計画道路（市道229号，225号）の完成促進を〔東町商栄会〕。
　③　商店会街路灯の設置等多額の改善投資に対する補助施策を〔柳盛会柳沢北口商店会，東町商
　　栄会〕。
④　都営住宅の建替促進を〔平和通り商店会，柳盛会柳沢北ロ商店会，柳沢南口商友会，伏見通
　　り商店街（協）〕。
　⑤　都市計画による用途地域区分の見直しを〔柳盛会柳沢北口商店会〕。
　次に各業種別組合関係老から出された行政への要望事項は以下のとおりである。
①　家庭電気機器販売ナショナルグループ
　問題が難しく，特に行政に対して運動も要望も行っていない。
　②　保谷市学校衣料品販売グループ
　中学生の通学服については，専門店，百貨店も入り，注文の取り合いをしているが，できるだけ
行政側で市内業者を優先させ，窓口を一本化して欲しい。
　③　保谷市靴商組合
　今後も市の発注は，市内の組合に対する取扱いを優先させて欲しい。
　④　保谷市食品組合
　総合食品店化していかなければ経営が危ぶまれる。総合化，共同化の方向を目指して，指導，助
成を強化されたい。
　⑤　保谷市豆腐商組合
　学校給食用の材料は，地元業者に納品させて欲しい。
　⑥中華料理環境衛生組合
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　イ，保谷市に保健所を設置して欲しい。
　ロ，労働基準法適用業種の対象となる時点（昭和60年予定）での，スムーズな対応策の実施を要
　　望する。
　⑦保谷市青果商組合
　イ，都営住宅の建替をスムーズに促進し，地元商業の振興に積極的に対応して欲しい。
　ロ，産直販売に際しては，時価の25％程度の割安の値段を，今後とも確保されるよう配慮され
　　たい。
　⑧　保谷市寝具商組合
　イ，不当な訪問販売の取締りと適正な対策・措置を要望したい。
　ロ，大型店や地元中小商店への影響の大きい店舗の出店に対する正確で迅速な情報の提供。
　ハ，大型店やコンビニエンス・ストアー等の進出に際し，敏速な対処を要望したい。
　地元中小小売業者の行政への期待と要望事項を要約すると以上のとおりであるが，ヒヤリングに
参加した老の一人として，特に痛感した点を付記しておく。
　まず第1に，地元の中小商業に対する市の振興対策の視点が必ずしも明確ではなく，商工振興に
関する長期ビジョンがないために，中小商業を取り巻く経済環境の変化に適合した諸施策が系統的
に打ち出せないでいることである。特に保谷市の中小商業が直面している諸問題に対して，行政の
機敏な対応が立ちおくれており，市の再開発計画の中に商店街の活性化を推進するための商店街の
再開発計画が地元業者の要求にもとついた的確な位置づけを欠いているように思われる。
　第2に，都営住宅の建替えによる人口増→商業振興への要望が根強いにもかかわらず，何年た
っても一向に着手してくれないことに対する地元業者のいらだち，不満は強く，これが行政への不
満と不信感をつのらせていることである。
　第3に，生鮮3品（鮮魚，精肉，青果物など）を安いときに大量に共同購入して保管し，良質・
廉価で市民へ安定供給を確保するために必要不可欠な公営の冷凍・冷蔵庫の設置は，関係業者の長
年にわたる強い要望である。これについて行政の対応があいまいであるため，業者サイドに不満が
強いことである。
　第4に，官公需に対する地元業者への優先発注の保障と，大型店，コンビニエンス・ストアー，
大資本による外食産業の進出などに対する規制強化を求める声が強いことである。
　2・保谷市商工会の解散と今後の対応策について
　（1）　保谷市商工会の解散に至る経緯
　前述したように保谷市商工会は，昭和58年6月29日に臨時総会を開き，「6月30日をもって解
散する」ことを決議した。総会には会員124人が439人の委任状を持って出席し，採決の結果，反
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対3の圧倒的多数で綱を決議した．その後洞会疏をつうじて繊大臥轍届を提出し磯
務処理を清算人に委ねることになった。これにより同会がこれまで行ってきた商工中金や東京都な
どの各種制度融資のあっせん業務が途絶えるだけでなく，地元商工業者の諸活動にも混乱を招くこ
とは必至であると，関係当局は懸念していた。この総会には，東京都商工部指導課の佐藤修二課長，
東京都商工会連合会の片海一美事務局長らも出席して発言を求めたが，認められたのは議決が行わ
れた後であった。佐藤課長らは「商工会をどうするのかを十分に話し合わずに解散に走ったのは不
満。商工会が国や都から補助金を受けていることに照らし，解散決議が法手続きの面で有効かどう
か検討の必要がある」と発言したという（r読売新聞』〈武蔵野版〉昭和58年6．月30日）。
　筆者の見解を敢えて述べれば，「解散決議が法手続きの面で有効かどうか」は全く問題にならな
いと思う。「商工会の組織等に関する法律」（以下「商工会法」と略す）の第52条には，次のよう
な明確だ規定があるからだ。すなわち，「商工会は，次の場合には，解散する。1．総会において解
散の決議をした場合，2．破産した場合，3．設立の認可を取り消された場合」とあり・さらに第52
条2項には，「商工会は，前項第1号の規定により解散したときは，解散の日から2週間以内に，
その旨を通商産業大臣に届け出なければならない」と規定されている。保谷市商工会の解散決議は，
総会に出席した会員の圧倒的多数で議決されており，清算人の選定も，「商工会法」第53条の規定
にもとついて総会において選任されたわけで，「法手続きの面」では何ら問題はない筈である。む
1．ろ問題の重要性は，会員の圧倒的多数が解散を決議せざるをえなかった保谷市商工会の不明朗な
日常運営と，事態がこれほどまでに悪化しないうちに有効・適切な措置をとりえなかった関係諸機
関の指導責任にあるといわねばなるまい。「商工会が国や都から補助金を受けていることに照らし，
……vという発言は，いかにも官僚的な責任転嫁と，桐喝的な言辞と受けとられ，多くの会員が反
発したのも当然である。
　国や地方自治体から補助金を受けている公益法人である商工会が，なぜ自主的に解散せざるをえ
ないような異常事態になったのか。そのことの原因を考察することは，今後の地域商店街の振興対
策を検討するうえで，避けることができない課題だと思う。
　そこで，保谷市商工会の解散に至る経過の概要を記し，問題点を摘出してみよう。
　商工会は「商工会法」（第23条）の定めにより，その地区内の商工業老の2分の1以上が会員と
ならなければ設立の認可が得られない仕組みになっている。
　保谷市商工会は「商工会法」にもとづき昭和36年に発足し，会員数は1，500人余をかぞえ，市
内商工業者の半数以上が加入していた。しかし，58年1月下旬に14商店会の約700人が脱会届を
突きつけ，さらに残りの会員の中にも脱会の動きが目立ち，解散を決議した58年6月29日の総会
の時点での会員数は803人となった。
　問題の発端は昭和56年6月，木下剛会長が経営指導員の三浦弘氏を服務規律違反などを理由に
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離したことにはじまる・三浦氏は・れを不服として同年咀紅会を相手取・雌保全の仮処
分申請を鯨繊八王子支部に提出・翌57年・月に購訴齪起した．その後，地裁で審理がつ
づけられてきたが・58年4A，①敵会側は三漱の経営指獺としての醐回飾請を都に対
して行う・②それができなか・た場ftvよ8朋降，三浦氏を同会の翻局長蹴任させる，③、
れまで未払いだ・た給料など3・8万円を支払う一などの礁案に双方が舗し源告側の勝訴の
かたちで“決着”したかにみえた。
三浦氏は58砧月から同会に復帰した・㍉韻の間からは「訴訟経過につ・・ての会員に対する
説明が不粉」・「訴韻用などが会費・・ら不当知されてきた」などの不齢続出し，・8年、川こ
は・紅会に加盟して・・る半数近くの・4商店会，約7・・人が脱会すると・・う事態を引起。した。
さら時態を悪化させた決定的腰因・よ・ヨ甫氏側の要請により裁判所・・滴工会繊立詮と
して轍ててぎ頒金を差し押えてしま・た・とである．事馳醐した醒会は，6ノヨ、3日，内
紛の原因とされている蝦繕縛務賑と三瀧鮒旨額の醜に対し，「責任をと。ての退職」を
勅る決mxを採択し・・れ醐行部に提出するとともに，・れ綬け入れられな場合には酊
会の解散をも辞さない・という強硬な姿勢を示したといわれている。
これ授けて同執行部は・2人の鵬に退職を求めたが，2人とも・れを拒否したため，暗礁に
剰上げてしま・た・撒を回避しようと・上細体である東京繊工会齢会が，紛争蹄疎
り出したが時すで唯く・徽策を見出せなか・た．他方，微麟の立場、こある鯨鏑工部
は噺鞭の補船交付の条件として・急拠総代会を開く・とを勅，その席上で綱を思いとど
まらせる考えであ・たようだが・・れも誤算に終・てしま。た．し・・も，都側は綱＿致に近い解
散決議に強い不満の色を示し・綱前の58年4，5，明までの補助金も支出しな、、方針鋼めた。
とにより，同会の破産は避けられないという危機的状況に追いつめてしまった。
撒決議が行われた総会の席上次験長に内定していたといわれる耕翻冨0会長（自蹴市
議）は髄醐の中で，「（人膿増で財政ヵ・’悪化し）搬局長と繊した獺の2人、こ辞めてもら
おうという声が理事会の大勢を占めた・しカ・し2人の同意が得られず，残。ている商店会全部から
も雌届拙された」と報告・さらにこれまでの齢が5・・万円にのぼる・とも明らかにした．。
のあと直ちに・鰍の是非をめぐる採渕・移り，3人を除く賛成多数で綱を可決．今後，桜井冨桧
長ら6人の選考委員が「商工会法」にもとづ㈲算人躍び，嚇の擁などを行う。と挟めた。
この間わずか1時間足らずだったと伝えられている（r読売新聞』〈武蔵野版〉昭和58年6月30日）。
筆者はこの総会が開かれる・・月前・5月3・日酬かれた保谷市商工会第22回通常総代会、こ，
特に主儲の許可を得て髄する機会を与えられた．緊迫した会場の中で，蝦名轄局長↓，よる
「第1号議案・昭和57年鴎業報告」の説明が終ると直ちに代議賄からr議籍』（5ページ）の
「総括的概要」の記述〔「本年度は組織内部に於ける事務局職員の労務問題に係る裁判に関連し，大
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量の腿予告通知書・受けるなど・幽こ対す・㌘1？興竺1竺：7：’了（竺遣竺、り’
その責任を痛感するものであります。しかし幸い双方の合意により解決を見るに至りました……」
（傍点は筆者が付したもの）〕に対して，「事実経過とちがう」という厳しい批判的意見が続出した。
そして，この総代会で提案された6つの議案は1つも可決されることなく，時間切れで閉会となっ
てしまった。筆者は事務局，執行部に対する一般会員の不信感がきわめて根強いものであることを
はじめて知ることができた。
　来賓として出席した都丸市長は挨拶の中で，「以前にも保谷市商工会は補助金問題について物議
夕かもしたことがある。商工会はどこかの政党が支配しているのではないかという意見が市議会で
もあった。補助金を減額すべきであるとの意見もある。……今日の総代会を，保谷市商工会の再
出発の契継してもらいたい・一」と強乱，商工会の現状闇して危倶の念を卒直に表明され
た。　’
　（2）　内紛・解散問題の教訓と今後の対応策
保谷市紅会の鰍に至る髄の腰は前述したとおりであるが・9r聞報猷よると，この問題
の発端は事務局鵬の内部対立にあるよう｝・思われる・だが澗題の願をそれだ↓ナ畷小化する
ことはできないであろう。保谷市商工会の内紛・解散問題から何を教訓として引きだすか，そして，
真に地元中小難のための商工会として駐する道酬求する・とは・繊緬封の振鮒策の基
本方向を考えるうえで，回避できない重要な課題であると思う。そのための検討材料の一つとして，
「保谷商工会脱会者調」を繰る者の「保舗工会離の為の申入書」なる嬉には噺聞髄
では明らかにされていない部分も記述されており，問題の所在をより具体的に指摘している点で参
考になると思う。そこで，少し長いが以下に原文のまま紹介することにしよう（下線は筆老が付け
たもの）。
　　　　　　　　　　　　　　　　保谷商工会再生の為の申入書
私共，保谷商工会碩であ。た弔は，－ee年（56鞭）に発生した保舗工会事務局職員の解麟判を
めぐり発生した。れ舗工蝉務局長を鯨とする（旧会長，1日副会長・専擁轄OBなるものを含む）
轄局内魎勧争堕±会哩営週曳善⊇哩詮とは名のみで軽視塾・病気がちの会長を巧みに利
用し三蓮膏が執行部（会長，副会長，会計理事，事務局）と理事会の不信感を増大させ，加えて裁判は完全
な敗訴と云える裁判所側の見解にそれまで隠しに隠して理事の質問にも絶対迷惑はかけないと公言していた
ものの，①裁判による費用の増大（原告えの給与の支払弁護料等）と金銭負担，②裁判の和解調停をめぐ
っての事後処理の責任問題（事務局長の解任，経営指導員としての原職復帰の問題，解雇による1名の定員
オーバーによる対策処理等），③執行部の責任問題（主導的役割を果した事務局長の責任の隠蔽）等をめぐ
りその麺主鍵鑓酬責旦．さが会員え波及し・・のま誰移すれば会は完全に財政面から嚇すると26
商店会中の14商店会（約800店）が1月28日脱会予告を提出，事態の解決に執行部，事務局に猛省を促す
意味も含め努力して来ました。
　この様な事態に対しても会長，事務局長共のらりくらりと自己保身丈に恋々として問題は一歩も進まない
中で理事会は最後の手段として会長不信任を提出，その中で事態の厳しさを感じてか，会長は自ら辞任せざ
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るを得ない状況と成り辞任，事務局長の解任も理事会の万場一致で決定されたにもかかわらず会長権限を盾
に実施されず裁判の和解結審も引き延ばされ遂に3月31日の年度末を迎え真に商工会を愛し自分達の会とし
て再建する為の便法として4月30日迄の脱会予告の猶予，その間の問題の解決を提案，更に5月末Hの総会
（総代会……筆者）までの猶予等脱会予告が実施することなく問題の解決と健全化を図るべく努力して参り
ました。その結果裁判は，原告側の要求を100％ほぼ認とめ商工会の敗訴の形で結審を見たもののその事後
処理は新年度えと総てが持ち越され無責任を露呈し然も裁判所の和解調停すら軽視している向きが伺える。
即ち，（1）裁判費用の責任，（2）解雇による1名増貝十復職と云った原告者の給与負担の問題　（3）事務局長
降格と前記経営指導員としての復職不能の時の事務局長えの昇格の実施の責任の回避，（4）執行部の責任問題，
事務局長の責任，㈲元会長，副会長，専務理事等のOB会なるものの裁判提起から終局へ向っての干渉，理
事会決定えの干渉等，OB会グループ，事務局長，前会長等を含む会の独善化工作が理事会の万場一致決定
に反した総会に於ける旧副会長の会長擁立えの動き等，ただでさえ難しい商工会運営え火をつけた形で5月
30日午後1時30分より5時までの日程で開かれた総代会は嘘の事業報告の修垂等をめぐり旦つ，決算報告え
檀問に答弁出来ないまま時間の浪費となり一つの議案の承認も出来ないまま会場使用の時間切れとなり別
会場を設営したが代議員は不真面な事務局，執行部側の対応に怒り退場者が多数にのぼり大会（総代会…
筆者）は成立せず流会と成った。
　これは総代会の日程を少し延ばしても理事会で慎重審議し会の運営に誤ちなきを期するよう提案した理’lf
会を軽視，今後の運営も従来通りシャンシャン大会としようとした事務局，執行部の会員軽視の姿勢が生み
だしたものであり，古くより自分達の利益丈を考えたOB会（専務理事，元正副会長，現事務局長等）なる
名の人達の横ぐるまがもたらしたものと確認するもので，私共はこうした事務局内部の争いに同じ市内に住
み営業を営む者同志が巻き込まれることは商工会の商工業者の経営の改善と発展を目指す主旨に反する立場
から，且つこの経営の改善発展を指導する立場の事務局のこうした醜態を見るにつけ最早や，その形はあっ
ても機能しないと判断，旦在鯉務局亙も2商エ会を脱会予告通り脱会し現状打破に最も二のましく1ない実
力行使の止むなきに至りました。そして最後手段として事務局長及び解雇復職した両名に良識ある対応を求
め理事会全員の名に於て，辞職を勧告するも両名はこれを拒否，最後の手段として全会員一致で脱会する事
態となり会は収拾がつかなく成った次第です。
　貴職に於かれては充分この実状を把握され，塑在の保谷唾江会が重旦商工業者を代表Lて巳ない事をご認
識の上対応されるよう申し入れる次第です。
　私共は今後とり民主的な商エ業者旦集団ζして都商連えの加盟若し≦｝よ商工会La）処理をまって，≡再生
等に努力して参る次第です。
　これらの事情をご賢察の上，今後のご指導，ご援助を合せお願い申し上げる次第です。
　　昭和58年6月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保谷商工会脱会者一同
以上に紹介した「保谷商工会脱会者一同」を名乗る者の「保谷商工会再生の為の申入書」なる文
書は，いかなる関係方面に提出されたものであるのかは全く不明である。また，「脱会者一同」と
記してあるが，果たして多数の脱会者の意見を正しく集約したものかどうかも判然としない。事務
局・執行部に対立する1グループの見解であるかもしれない。けれども，筆者が実情を調査した限
りでは，この文書に記述されている内容は，問題の所在をかなり浮き彫りにしているように思われ
る。
たしかに紛争の発端は，保谷市商工会の事務局内部の対立関係が表面化したことにあるだろう。
しかし，事態を悪化させた原因はそれだけにとどまらない。まず，第1に問われなければならない
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ことは，保谷市商工会が，真に会員のために日常運営がなされていたのかどうかであろう。会員の
意見はもとより，理事会の意見や決議さえも無視，ないし軽視して，一部の事務局・役員が独断・
惇行するといった商工会の非民主的な運営が，さまざまな問題を引き起こすに至った根本的な原因
ではないのか。たとえ商工会における会長の権限が大きいとはいえ，理事会にも諮らずに経営指導
員を解雇するなどのごとき行為は，決して許されるものではない。
　第2に，昭和58年5月30日の総代会に筆者も傍聴して驚いたことであるが，決算報告に関する
質問に対して，的確に答弁ができない事務局長および執行部の態度は，会員の失笑と非難のまとに
なった。このような失態は，答弁の稚拙さというだけにとどまらず，事務局の日常業務のあり方に
かかわる事柄であり，事務局長の職務上の責任が問われる重大な問題でもあろう。
　第3に，事務局，執行部などの独断専行，あるいは非民主的な運営に不信の念を抱き，これを是
iF．するための手段として，商店会ぐるみで脱会届を提出し，「現状打破」を考え，かつ実行に移し
た会員の態度にも問題があると思う。商工会の現状を憂え，非民主的な運営を改革しようとする熱
意があるなら，なぜ正々堂々と総会の場で論議を尽し，非民主的な執行部を解任し，真に会員の意
思を尊重する新しい執行部を選出することによって，商工会の体質改善にねばり強く取り組もうと
しなかったのであろうか。保谷市商工会を脱会することによって，より民主的な商工会の“再生”
が可能になると考えたとすれば，現状の修復をあまりにも甘く考えすぎてはいないだろうか。
　第4に，「商工会法」の第6条2項に「商工会は，これを特定の政党のために利用してはならな
い」と明記されいることは周知のとおりである。しかし，実際には補助金の交付と経営指導員の活
動をつうじて，特定の保守政党の支持基盤として党利・党略的に誘導する傾向がないとはいえない。
商工会の役員の選出に際して，あるいは日常の運営に対しても，特定政党の有力者の干渉・介入が
強められ，一般会員の声が正しく会の運営に反映されにくい場合がないだろうか。解散に際して木
下剛会長は「感情のもつれと財政の限界もあった。和解勧告と統一地方選挙が絡んで政治家が中に
割って入るなどすっきりしない点もあり，心機一転，解散もやむを得ずということになった」（『サ
ンケイ新聞』〈東京版〉昭和58年6月30日）と話している。ちなみに「次期会長に内定していた」
（『読売新聞』〈武蔵野版〉昭和58年6月30日）桜井義男副会長（市議）が，58年4月の市議会議
員選挙において，自民党の新人候補として立候補し，最高位当選を果たしたことは記憶に新しい。
　第5に，商工会は「商工会法」にもとついて組織された“官制”の中小商工業者の団体である。
したがって，商工会の目的と事業の範囲も法律によって定められている。すなわち「地区内におけ
る商工業の総合的な改善発達を図る」（第3条）ため，商工業に関する相談・指導，情報・資料の
収集提供，講演会・講習会の開催等の事業を行うこと（第11条）に事業の範囲も限定されている。
地縁的な商工業者の組織とはいえ，会員の総意を汲み尽した自主的組織とは異なる。経営指導員，
補助員，記帳専任職員などの人件費等は，国および地方公共団体が補助しているため，と輌，すると
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会員の意思を尊重するより，上部団体や行政指導機関の指示・指導・統制にしたがう傾向が強く，
いきおい事務局の姿勢も官僚的になりやすい。こうした点に“官制”の商工会の限界性があるよ
うに思われる。
　保谷市商工会の内紛・解散問題を筆者が分析してみた結論は，“官制”商工会のもつ宿命的とも
いえる弱点，もろさがはしなくも露呈し，天下にその恥部をさらけだしたものといわざるをえない。
たとえ，これまでの事務局・執行部に対立する別のグループが指導権を握ったとしても，それだけ
で商工会の性格や非民主的な体質が抜本的に変る保障は期待できないし，会員の意思を尊重する運
営が実現するとも思われない。もし，それを期待するとすれば，会員の中の自覚的な業者が，派閥
的利害を超えて，多くの会員のエネルギーを結集し，団結の力に依拠して，商工会の民主化をねば
り強く推進していく主体的，組織的な力量を構築することができるかどうかにかかっている。
　したがって，「保谷商工会脱会者一同」なるものが主張するように，「現在の事務局をもつ商工会
を脱会予告通り脱会」することによって，「今後より民主的な商工業者の集団として都商連えの加盟
若しくは商工会の処理をまって，この再生等に努力」してみても，前進的な解決には役立たない行
為といわねばならない。
　ともあれ，保谷市商工会の解散という突発的な事態に際会し，行政機関は適切な対処の仕方を見
出せず・ただ困惑するばかりであった。しかし，いつまでも撲手傍観していることは許されない。
もちろん，地方公共団体である保谷市が，商工会の内紛・解散問題に直接に関与しうる指導権限を
有するものではないが・商工会の解散によって必然的に生ずるであろう市内の中小商工業者におよ
ぼす影響を慎重に考慮し，異常事態に対処するための緊急措置を速かに講ずる責任があることはい
うまでもない。
　その後，東京都，東京都商工会連合会および保谷市の三者による協議の結果，昭和58年8月1日
から東京都商工会連合会は保谷市役所内に「東京都商工会連合会広域指導センター臨時保谷相談室」
を設置し，次のような業務を実施することになった。
　①商工業に関する相談および指導
　　ア，金融および信用保証に関する相談，指導およびあっせん。
　　イ，小企業等経営改善資金融資に関する調査および指導。
　　ウ，税務および経理に関する相談および指導。
　　エ，経営の合理化に関する相談および指導。
　　オ＋J労務および社会保険に関する相談および指導。
　　カ，技術の改善，工業所有橋商取引等に関する相談，指導並びに技術アドバイザー制度に関
　　　する相談およびあっせん。
　　キ，倒産の未然防止に関する相談および指導（商工調停士への協力を含む）。
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　②　前各号の事項に関する講習会，講演会の開催。
　③　経営および技術に関する情報，資料の収集および提供。
　④　商工関係法令および各種制度の紹介並びに普及。
　⑤　前各号に掲げてある以外の事業については，その必要性が生じた時点で，その都度，都と協
　　議のうえ実施するものとする。
　⑥　従来商工会が取扱っていた国民金融公庫，都融資等申込受付も行う。
　以上のような「東京都商工会連合会広域指導センター臨時保谷相談室」の業務内容は，これまで
保谷市商工会が実施してきた業務の一部を肩替りして，臨時に代行する緊急措置として実施するも
のにすぎない。昭和58年末現在，保谷市商工会の再建のめどは全くついていない状態である。保
谷市商工会の再建の方途については，一方的な行政指導ではなく，あくまでも地元の中小商工業者
の白主性と意見を尊重する観点から，中小商工業者と行政とが一体となって，ねばり強く検討を積
み重ね，中小商工業老の自主的な努力と団結を強める方向で民主的な再建への道がひらかれるよう，
地元の実情に精通している保谷市の関係諸機関が，節度のある助言と協力を行うべきではなかろう
かo
　革新自治体の首長たる都丸保谷市長にとって，この問題への積極的な対処の仕方は，一つの大き
な’試金石になるであろうし，今後の成り行きが注目される。
V　商店街の活性化と新しい発展への課題
　1・「保谷市総合計画・基本構想」と商工振興対策
　従来，保谷市の商工振興対策は，どちらかといえば，個別企業の経営の近代化と，生産・流通機
能の効率化という側面のみが重視される傾向が強いものであったといえる。しかし，今日，大型店
の進出，公害問題の発生，交通渋滞，交通事故の多発，人口動態の変化，消費者ニーズの多様化な
ど・市内の中小商工業を取り巻く経済環境はいちじるしく変化してきており，新たな視点に立脚し
た抜本的な商工振興対策が求められている。
　すでに，昭和51年に「保谷市総合計画・基本構想」が策定され，“人間の尊重”と“市民生活
の優先”を基調とした“安全で便利，そして健康で快適なまち”の創造を基本目標とし，市民の
生活の場を，人間の生存しうるのにふさわしい「まち」として再構築するための方向が提示されて
い書1
　このような「基本構想」にもとついて「総合計画」および「実施計画」が策定されたが，「実施
計画」（昭和57年度～昭和59年度）の中に示されている商工対策の計画内容は，次の3点に要約
されている。
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「○地域商工業の振興のための商工会，地域商店会等の助成をはかる。
　○小規模商工業の助成と育成のため，これまで実施している設備資金，運転資金等の斡旋融資制
　　度によって利子補給（保証料補助）をはかる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）　○商工業の実態調査を行うとともに，商工業振興対策協議会を設置し，その対策を検討する。」
　これをみる限りでは，新しい視点にもとつく斬新で具体的な施策は何も提示されていないに等1．
い。否，むしろ新たな対策の策定については，すべて商工振興対策協議会の検討にゆだねられてい
ると解すべきかもしれない。そのために市長の要請により昭和57年2月に発足した保谷市商工振
興対策協議会は，中小商工業に対する現行の各種助成制度の効果と問題点および改善目標について
検討を重ねてきたわけである。けけども，それだけでは十分とはいえないであろう。
　たしかに，保谷市には近隣の他市にはみられない小規模事業者・商工自営業老の経営改善に重点
をおいた各種の助成制度があり，しかも限られた予算の範囲内で年々その内容も改善されてきてい
ることは，それ自体として評価されるべきであろう。とはいえ，保谷市が“人間尊重”と“市民
生活の優先”を基調とした“安全で便利”そして“健康で快適なまち”というビジョンを掲げて
その実現をめざすならば，中小商工業のこれまでの助成制度の枠組みの中で，商工振興対策を検討
するだけではすまされない。それは「基本構想」にもとついた「総合計画」の一環として，保谷市
中小商工業の将来像が明示され，地元商店街の活性化のための基本的な計画および施策とが具体的
に提示されねばならないであろう。
　2・商店街再開発のビジョンづくり
　地域住民は誰でも，自分たちの住むまちで消費生活が充足されることを望んでいいる。それと同
時に，商業環境をも含めた明るく住み良いまちづくりを期待している。
　こうした地域住民の期待と要望にこたえていくためには，商店街の再開発等による既存商業施設
の改善や消費者ニーズへの対応など，ハード，ソフトの両面からの対策の強化が必要であり，地域
社会とのつながりを強化する中で，商店街の活性化を図っていくための有効，適切な中小小売業振
興対策が求められている。
　近年，商店街の振興対策は，単に近代的イメージを追求するのではなく，地域社会，地域住民と
のつながりを，これまで以上に重視し，“地域の中の商店街”という位置づけのもとに商店街の振
興を図ろうとする動きが目立ってきている。こうした動きの背景には，地域社会にとっての商店街
の存在価値の再発見一地域にとって商店街は，都市を形成し，住民の生活と密接に関連する重要
な施設という意味を持ち，その衰退は地域社会の活力の喪失につながり，地域社会の調和ある発展
　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）という重要な問題をもたらすという認識が次第に定着しつつあるといってよい。
　したがって，このような新しい視点から商店街再開発のビジョンづくりを考える場合，「小売商
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業者のみによって商店街づくりを行うのではなく，住民等の地域の構成老等の協同で商店街のビジ
ョンをつくろうとするもので，この意義は商店街づくりをいわば“商店街の店先と住民の台所との
結びつき・を考える中誕めるこ匡」が大切である．例えば，鯨都台東区の谷噸繭店街が取
組んでいるような，「r街づくり懇談会』という場で，行政機関や専門家の協力の下に住民も加わっ
て，商店街の長所，短所に関する意思や商店街の将来像に関する意見を出し合い・こうした住民と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）の対話を通じて商店街ビジョンを作成しようとしている」事例などに学ぶべきであろう。
　こうした注目すべき取組みは，「小売商業が地域的性格を持ち，地域社会と密着した性格を持つ
が故に，消費者の近隣に存在し，きめ細かいサービスを通じて住民と人間的なふれあいができる中
嫡鰭としての近幽撒能鍾視すξ］という考え方にもとついたもので，7・年代にはみ励
なかった新しい試みといえる。
　また，こうした観点から商店街再開発のビジョンづくりが行われ，それにもとついて中小小売業
振興対策が実施されるならば，「地域社会に蓄積されている歴史的・文化的資産を活用し・地域の
個性を重視した商店街づくりは，画一的色彩の強い大規模店舗にない強味を発揮することが期待さ
れる。こうした方策は，大規模店舗といたずらに近代性を競うのではなく，中小小売商業者の特性
を地域との密着性に求めて，大規模店舗との差別化を進めるということであり，中小小売商業の今
　　　　　　　　　　　　（8）後のあり方として有効な方策」といえるであろう。
　保谷市は，以上に述べてきた新しい視点に立脚して，保谷市市民部産業経済課が実施した「消費
者買物動向調査」をはじめ，保谷市商工会の「商業経営者意識調査」および保谷市商工振興対策協
議会が実施した「各商店会関係者からの事情聴取」，「各業種別組合関係者からの事情聴取」などの
最新の諸資料を十分に参照しながら，市民とも懇談を重ねて，商店街の活性化を図るための商店街
再開発のビジョンづくりに積極的に取組むべきである。そして，市民に親しまれ，魅力ある商店街
づくりに力を注ぐことが重要な緊急課題であろう。
　3．保谷市商店街振興対策への提言
　（1）商店街再開発の重点
　保谷市商工振興対策協議会が行った市内各商店会関係者ならびに各業種別組合関係者からの事1青
聴取による問題点の指摘や行政への期待と要望については，すでに述べたとおりであるが，これら
の事柄については，かつて保谷市商工会がまとめたr商店街再開発推進指導報告書』（昭和58年3
　　　　　　　　　　　　　　　　（e）月）にも，ほぼ同様な指摘がみられる。
　すなわち，既存の商店街を活性化するための「当面の課題」としては，①地元企業老の近代化
意識結集，②大型店進出計画阻止（調整），③大型店対策としての個性，魅力ある商店街づくり，
④特売日，大売出し，スタンプ販売等の共同事業，祭等地域催事の強化，⑤歩車道の分離，駐車
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場などの公共的施設，環境整備，⑥サービスの改善，⑦特に都営住宅の早期建設（建替え）によ
る消費人口の増加，⑧自動車交通公害への対策（時間帯，一方通行），⑨業種構成の充実，⑩各
店舗の店格向上（経営基盤の強化），⑪消費者ニーズの把握一など。
　また，「中長期展望」としては，①公共施設，環境整備による商店街改造，②各駅前の早期開
発都市計画の早期実現，③（立地により）業種構成の抜本的充実（横のデパート化），④（立地
により）核店舗としての共同店舗の建設，または大型店誘致，⑤買物以外の地域住民のための文
化，教養，娯楽施設の設置　　など。
　以上のような一連の指摘や商店街再開発のための課題の提起は，保谷市商店街の活性化，再開発
のビジョンづくりに示唆する点が少なくない。
　すでに地元商店会の一部には，「商店街再開発委員会」を設置して，勉強会を行うなど，商店会
全体のムードを盛り上げ，計画実現をめざして着実に自主的努力をつみ重ねているところもある。
例えば・東町商栄会では昭和56年11月に「商店街再開発委員会」を設置し，規約や担当部門を決
め・勉強会を行っている。東町商栄会が57年6月17日，保谷市商工振興対策協議会宛に提出した
報告文書には，行政への要望事項として次のように書かれている（原文のまま）。
　「商店の経営上の問題点から，商店街の再開発については必須の要件である。
　　都市計画街路の進行と再開発へ向っての基本計画の策定等の指導の実施と地元と一体となって，
　消費老への対応を第一に考えた商店街作りへの援助と指導を求め度い。
　　商店街の再開発は多少の時間を要すると考えられるが，当面，迂回路として225号線の都市計
　画街路を駅方面より229号線と併行して実施し，駅前通りの一部でも一方通行として混雑を最少
　限におさえ・買物客の安全を図り乍ら，商店街再開発へと結んで行く事を求め度い。」
　商店街再開発を着実に実施していくための大前提は，何よりもまず，地元の中小商店経営者の団
結を基礎とし，その英知と力を結集することである。そのためには，業者同士の連帯感を強め，ひ
とりよがりの意識を自己変革し，互いに協力・共同の意識を自覚的に高めていくことが肝要である。
また，再開発事業の推進には，すぐれた地元リーダーの役割が大きく作用することはいうまでもな
いが，民主的ルールにもとつく組織づくりや合議性のもとでの事業推進を成功に導くためには，上
記の前提条件を度外視したら，入口のところでつまついてしまうだろう。
　（2）　商店街再開発計画の策定と推進
　現在，百貨店，大型スーパー等の大商業資本は，産業構造長期ビジョンや小売構造研究会が指摘
している需要構造の変化，地域商業構造の変化に対応した経営戦略を先行的に実施している。また，
人口移動，モータリゼーシ。ン等を背景とする「購買力の流出」および消費者ニーズの変化が逐年
急速に進行するなかで，近隣諸都市を含む広域の商店街間競争も，いっそう激化していく様相を強
めている。
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　さらに・通産省が83年末に発表した「80年代の流通産業と流通政策の基本方向」（「80年代の流
通産業ビジョン」）では，コンピューターによる顧客情報の処理，商店街を地域住民の集う「暮ら
しの広場」として再開発することを目指す「コミュニティ・マート構想」などを打ち出し，「都市
商業ルネッサンスの時代」というバラ色のキャンペーンを展開しようとしている。これは，長期に
わたる消費不況や消費者のニーズの変化で行き詰った大型スーパーなどが，これまで主に中小小売
業者が築き上げてきた「人間的ふれあい」や行きとどいたアフターサービス，買物に楽しさを演出
する営業のやり方に目をつけ，これらを系統的に吸収することによって，市場支配の新たな活路を
見いだそうとする方向を提示したものである。
　保谷市は，こうした新たな事態の進展に即応していくために，「基本構想」にもとつく「総合計
画」の一環として，すでに保谷駅南口地区については，市街地再開発のための調査をすすめている
が，今後とも商店街再開発計画の立案を急ぐべきである。
　特に「保谷市商店街の再開発計画」の策定に当たっては，地元住民の意思を十分に尊重すること，
換言すれば，直接・間接に関係する市民の意見の集約と計画への取り入れが必要不可欠な条件であ
る。再開発事業には民間デベロッパーの参加が必要だとしても，計画・推進はデベロッパーまかせ
でなく・商店街の活性化，再開発を総合的，計画的に推進するための母体として，地元中小小売業
者，消費者団体の代表，専門的な知識経験老，行政の担当老等による「保谷市商工業振興対策委員会
（仮称）」の設置を提案したい。
　それと同時に，再開発事業の資金基盤として，地元金融機関等の協力も得て，これまでの市の融
資・補助金制度を見直し，充実と統合を含めて，「保谷市商店街再開発推進基金（仮称）」の設置を，
今後の課題として検討する必要があるであろう。その際，事業推進の裏付けとなる国・都・地方公
共機関等各々のレベルでの財政措置，ならびにこれらの根拠となるべき法制上の措置などについて，
十分に研究することが重要である。
　前記の「保谷市商店街再開発推進基金（仮称）」は，市内全域の商業施設（商店街・小売市場な
ど）の実態調査，広域商店街診断等の実施計画や，これらのデーターにもとつくそれぞれの立地条
件・地域消費動向の実情に適合した現実的な対応策を検討し，具体的に提示していくものとする。
　こうした委員会の活動と併行して，市民の暮らしを守り豊かにすることに貢献する立場から，消
費者ニーズを的確に把握するため，r街づくりと商業の発展を考える懇談会」を各商店街単位，あ
るいは市レベルで定期的に開くことを提案する。こうした試みは，さいきん，全商連（全国商工団
体連合会）がまとめたrくらしを守る流通のあり方一流通政策の基本方向（案）一』の中で，
その全国的な推進を提案しているものであり，各方面から注目されてい劉
　さらに，商店街における空店舗対策を重視するとともに，顧客の増大と吸客能力を高めるために，
住宅公団，公共団体，地元商店経営者等との協力による「ゲタバキ住宅」の建設と，そこへの既存
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小売噛の改辮による入居の揃を併せて検討す・・と蝿ま滅・れによ・，保谷市酷街
　の発展にとって大きな障害の一つとなっている点在する空店舗の放置，商店街の“立ち枯れ”現
象に歯止めをかけることができる。
　　これとならんで，自転車や自動車の駐輪，駐車場の増設は，緊急課題の一つである。前述した東
町商栄会の報告文書の中でも強調しているように，「道路の狭いこと，歩道の無いこと，加えて買
い物に来る客の商店々頭えの自転車の駐車等の為，自動車の渋滞をまねき，通行客（買物客）は交
通事故におびえ乍らの買い物の実態が商店の命とりと成って来ている」という危険な状態を，いっ
まで敬置しておくことは・“人間鍾”‘‘安全で便利”な・まちづくり”を理念としている保
谷市にとって許されない問題である。
最後に・離徹…ニテ・蹴を含む「燭つき買物セ・タ哺（仮楊の艦を提案し
たい。これは商店街の複数の組合や市などが資金を拠出する第3センターが，商店街の中に文化教
室，集会場催物広場，スポーツ施設，遊園地等のコミュニティ施設を設置し運営するものである。
これは商店街が単に顧客吸引力を高めるだけでなく，市民の健康と文化的要求にこたえ，地域住民
との結びつきを強めることによって商店街の振興を図るのが目的であ931
　以上のような新しい具体的計画を着実に推進していくためには，市が強力な推進体制を整備し，
主醐搬割操たして行くことがきわめて聾である．こ肪の瀦業の推進に当た。ては，既
存の事業推進の仕組みに加えて新しい仕組みや体制の確立を考えていく必要が生じよう。こうした
前進的な施策を実施する前提として，「保谷市中小企業振興対策条例（仮称）」を制定することが必
要である。そのため，市長は関係諸機関のコンセンサスを得られるよう，積極的に取組むことが望
まれる。この種の条例の先進的な事例としては，「墨田区中小企業振興基本条例」および「東京都
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ン港区中小企業振興条例」などが参考になるだろう。
　（3）　大型スーパー等の出店対策
大型スーパーqの商業大資本による鯛限・鰍序な進出轍置しておくことは，大型店相互，
大型店と中小商店間の競争をいたずらに過熱させ，市内中小小売業の盛衰を左右する重大な社会問
題といわねばならない。
　だが・それだけではなく・市民の生活に密着した商売の伝統と商法を大型スーパ＿等の画＿的で
味気ない商法に傾斜させ・消費者に無駄と浪費を強いることとなり，交通渋滞，地価の高騰，騒音
公害，青少年の非行化等を促進する軽視しがたい要因にもなっている。
　したがって，商業大資本はよる無制限・無秩序な出店を抑制するとともに，大型スーパーなどの
不当廉売，誇大広告を自粛するよう必要な規制・措置を強化することが緊急課題の一つになってい
る。また，大資本の優越的な地位を利用して，不当返品，値引きなど中小企業の納入業者いじめを
やめさせることも重要である。
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　もらうん，大型スーパー等の出店をすべて一律に阻止せよと主張するものではなく，無制限・無
秩序な出店を民主的に規制し，市民にとって魅力ある商店街づくりを促進する視点から・「商業の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適正配置」（既存商業施設を守り，発展させることを基本とする）を確保する制度的保障を確立し
なければならない。大型スーパー等と有効に対抗するためには，地元中小小売業の特性を伸ばしつ
っ，地域住民・消費者と連携を強め，大資本本位の流通政策と流通機構に立ち向かい，変革の道を
ねばり強く追求することによって，はじめてたしかな展望を切り拓くことができるのである。
注（1）公益法人・保谷市商工会『第22回通常総代会議案書』，5ページ。
　（2）保谷市役所『1982・保谷市制15周年記念要覧』，6ページ。
　③　東京都保谷市『保谷市総会計画・実施計画』，22ページ。
　（4）高度化事業研究会r地域に密着した高度化事業の推進について』（昭和57年11月），45ページ。
　（5），（6）同上書，44ページ。筆者は別の機会に次のような見解を述べた。「一部のデベロッパーtあるいは
　　一部のテクノクラートだけに都市づくり，町づくりをまかせるのではなくて，地域住民の声を十分に反映
　　した都市づくり，町づくりを進める必要があるわけです。一般的にいうと消費者とか，業者，あるいはそ
　　れに行政，さらに専門家を交えたそれぞれの経験や知恵を出しあって，総合的な視点から新しい都市問題
　　に対処していくという基本的な姿勢が強調されるべきだと思います」（柴田徳衛・井上美代・渡辺睦・石
　　田頼房・大野隆男「座談会・これからの都市問題を考える視点』，『暮らしと政治』，1984年1月号，77ペ
　　ージ。
　（7）愛知県商工団体連合会「小売市場振興対策のための提言」（1983年11月），5ページ。
　⑧　高度化事業研究会，前掲書，46ページ。
　（9）保谷市商工会『商店街再開発推進指導報告書』，前掲書，26ページ。
　⑩　全国商工団体連合会『くらしを守る流通のあり方一流通政策の基本方向（案）一』（昭和59年1月），
　　26ページ。
　（ID小売市場の実態とその振興対策については，名古屋市経済局r小売市場近代化の手引』（昭和53年2
　　月），愛知県商工部『明日の小売市場をつくる小売市場の近代化のために一その進め方と事例一』（昭
　　和53年4月），同上〔その2〕（昭和54年3月），名古屋市小売市場連合会「小売市場近代化委員会報告書』
　　（昭和56年3月），同『小売市場協業化実態調査・中間報告』（昭和57年3月），名古屋市経済局『名古屋
　　市小売市場実態調査報告』（昭和58年3月），愛知県商工団体連合会，前掲「提言」などが詳細な分析・
　　検討を行っており，教えられる点が多い。
　⑫　大阪産業問題研究会編『80年代をめざす中小企業一大阪産業の総合振興プラン提言集一』（1979年
　　10月），26ページ。
　a3）高度化事業研究会，前掲書，52ページ。
　a4　墨田区中小企業振興基本条例（昭和54年3．月14日制定）の第1条には，条例の目的が次のように規定
　　されている。「この条例は，墨田区における中小企業の重要性にかんがみ，中小企業の振興の基本となる
　　事項を定めることにより，中小企業の健全な発展と区民福祉の向上に寄与することを目的とする」。また，
　　その「基本方針」については第3条に，「中小企業の振興は，墨田区の人と緑と産業の調和したまちづく
　　　りの実現を目標に，区内の中小企業の自らの創意工夫と自主的な努力を尊重し，その特性に応じた総合的
　　な施策を，国その他の機関の協力を得ながら，企業，区民及び区が，自治と連帯のもとに一体となって推
　　進することを基本とする」と明記されている。
　⑮　大阪産業問題研究会編前掲書，26～27ページ。なお，大阪商工団体連合会の「小売商業の適正配置
　　等に関する条例（第1次案）」については，宅間俊昭「国民生活に役立つ『日本型』小売・流通の担い手
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めざして」第1回中小商工業全国交流・研究集会実行委員会『日本の中小商工業・80年代の展望と課題』
（1981年11月）91ページ以下参照。
お　わ　り　に
　保谷市商工振興対策協議会は，昭和57年2．月2日，都丸市長から検討を要請された商工業振興
対策に関する諸事項について・広く市内の中小商業関係者および消費者等の意見や要望を聴取し，
実情を把握するとともに・既存の調査資料等をできるだけ参照しつつ慎重に協議・検討を行った結
果・昭和58年10月20日，r保谷市商工業振興対策に関する報告書』を作成し，これを市長に提出
した。このr報告書』は，知識経験者，商工業関係者，市内消費者および市職員をもって構成する
8名の委員が16回におよび会議を開いて，検討をつみ重ねて作成したものである。
　しかしながら，r報告書』をとりまとめようとした段階で，突然，予期しない保谷市商工会の解
散という事態に遭遇した。このこととも関連して，対策協議会の桜井義男会長（保谷市商工会副会
長）と蝦名善作委員（保谷市商工会事務局長）の両氏は，「一身上の都合」を理由に辞任すること
となった。その結果，高梨功副会長（保谷民主商工会事務局長）を会長代理に選出し，継続審議事
項の検討をを続行することになった。だが，そのうえ，r報告書』のとりまとめを目前にして，宮
坂富之助委員（早稲田大学教授）が病気のため入院されるという，これまた予期しない事態に直面
した結果，r報告書』の執筆作業はもっぱら私に一任される羽目になった次第である。片肺どころ
か，両翼をもぎ取られたような気持ちで，非力をも省みず，執筆に専念せざるをえなくなった。
　けれども，そのような苦しい体験を余儀なくされたお陰で，未経験のテーマに取組む機会を与え
られ，それが本稿執筆の動機となった。
　なお，この種の調査・研究には，十分なフィールド・ワークが不可欠であるが，時間的な余裕が
なく，果たせなかったことは遺憾に思う。また，保谷市商店街の現状を把握するためには，隣接地
域の商業動態についても現地調査を実施しなければならないわけであるが，これも同様な理由のた
めに実行できなかった。保谷市と関係の深い田無市については，本稿脱稿後に田無市役所の市民部
　　　　　　　　　　　　　　　　（1）経済課のご好意により貴重な調査資料の提供を受けた。ここに記して謝意を表する。
　保谷市は首都・東京に現存する数少ない革新自治体の一つである。その意味でも，今後において
革新的中小商工業振興対策が力強く展開されることを期待しつつ，引続き注目してゆきたいと思う。
中小企業研究の対象としても，学問的に汲めども尽きない魅力ある都市であることを付記しておく。
注（1）田無市・田無市商工会r田無市商業広域実態調査報告書』（昭和52年度），同上「田無市商業調査報告
　　書』，田無市・東京都商工指導所・田無市商工会『田無市北部商業地区商店街診断報告書』（昭和55年2
　　月）。
